
各都道府県F章害保健喬止主管課御中

令和8年熊本ナ也震による災害に伴う被災者に係る利用者負担額及び

卦合決定等有亥力期間の取扱いにおける国イ翁車システムの対応にっいて

標記については、「令和8年熊本地震による被災者に係る障害福祉サービス等に係る

禾1朔湘陛の取扱いについて」(令和8年8月4日付け厚生労働省'社会・援護局F章害,保健』盲

ネⅡ部企面課自立支援振興室ほ力事務連絡)により、障害喬止サービス等に係る利用者負

担額の支払いが困難な者に対する利用者負担額の支払い猶予に関する財及いについて周

知したところである。

また、「令和8年熊本地震による災害についての特定非常災害及びこれに対し適用す

べき措置の指定に関する政令等について」(令和8年8月17日付け厚生労働省'社会・援

護局F章害保健僻皓β企面課1勃事務連絡)及び「特定非常災害の被害者の1響1悧益の保

全等を図るための特別措置に関する法律第二条第二項の規定に基づき同条第一項の特定

権禾1坏1」益に係る期間の延長に関し当該延長後の満了日を令和九年一月二1七日とする措

置を指定する件等について」(令和8年8月12日付けこども家庭庁支援局長・こども家

庭庁成育局長通知)により、障害者の日常生活及て畔士会生活を総合的に支援するための

法律(平成17甲去律第123別に基づくグ離給付費等及び児童樹止法(昭和22甲去律

第164号)に基づくF章害児通所給付費等の支ホ合決定の有亥力期間及ひ1章害支援区分の認定

の有亥力期間(以下「卦合決定等有亥力期間」という。)の満了日を令和9年1月27日とす

ることとしたところである。

これらの取扱いに関する国保連システムの詳細な対応については、F章害福ネ止サービス

事業者等における確認及び1章害倫盲祉報酬の請求等が円滑に行われるよう、下記のとおり

取り扱うこととするので遺漏なきょう取り計らわれたい。

なお、本事務連絡について、管内市町村、事業苛等及び国民健康保険団体連合会に周

知されたい。
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利用者負担額の支払い猶予に係る取扱いにっいて
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F^盲祉サービス事業P二斤等の請求について

利用者負担額の支払いをぢ酋予された者に対するグ戸轟創寸費等の請求については、請

求明細書の曙青求を諜計欄」の味1朔者負担額②」に0と言e載して請求すること。利

用者負担額の支払い捌酋予した場合の給付費明細書の言己載方法は、別紙1-1を参考

とされたい。

利用者負担額の支払い猶予に係る取扱いについて

国保連システムにおける受給者情報について

F章害倫盲祉サービス等に係る利用者負担額の支払いが困難な者に対しては、「令和8

年熊本地震による被災者に係るF^盲祉サービス等に係る利用料等の取扱いについて」

(令和8年8月4日付け厚生捌動省'社会・援護局F章害保健福盲司娜企面課自立支援振興

室ほ力事梯車絡)により、利用者負担額の支払いを猶予し、免除できるものとしたが、

その場合、市町村においては、免除対象とした到会者について、殊合付費等の額の特仔ι

,1酵&」を設定した野合者異軌車絡票朧&(基本,胤&)邵章害児支援の場合は、F^児支

援受ネ合者異動連絡票「青報(基本1哉&))(以下「受ネ合者情報」という。)を作成し、当該

データを国民健康保険団体連合会(以下「国イ袋車」という。)へ遡寸すること。

また、利用者負担額免除が適用終了となった場合には、当該受ホ合者について眺合付

費等の額の特価ψ情報」が該当しなくなった受%合者情報を作成し、当該データを国保連

へ遡寸司、ること。

その場合における受ネ合者・朧&の設定方法については、月1採氏1-2を参考とされたい。

(別添 1)

国保連における一次審査について

上記の2の対応を行わない場合、国保連における請求「青報に対する一次審査で「エ

ラー」となるが、庁舎の被災等により、市町キ携において野合者1誹&の整備ができな

い場合が想定されることから、令和8年7月サービス提供分に関して、下表のエラー

については「警告匝度)」へ変更するので、祖承知おき願いたい。

<「エラー」から

こ工^^コ^ド

EG79

「警告唖笈)」に変更するエラーコードー覧>

エラー内谷

資格:受ネ合者台帳にサービス提色¥戸月時点で有亥力な受ホ合者の給付

費等の額の特g叶静Rが登録されていません

資格:F章害児支援受ホ合者台帳にサービス提世キ午月時点で有亥力な受

ネ合者の給付費等の額の特伊ψ情報が登録されていません

資格:F章害児支援受ホ合者台帳にサービス提世¥戸月時点で有亥力な受

ホ合者の給付費等の額の特価叶青報が登録されていません

資格:請求を諜計欄の「禾1朔者負担額②」が「1割相当額」、また

は野合者台帳の給付費等の額の特価叶青報「市町木肋§定める額」と

一致していません

資格:請求明細書の請求を除計欄の「禾1朔者負担額②」がF章害児

支援受ホ合者台帳の「多子軽減対象区分」に応じた値と一致してい

ません

EG80

EG81

EN21

EN24



資格:請求明細書の請求額集計欄の「禾1朔者負担額②」が受ホ合者EN25

台帳の給付費等の額の特仏叶青報「都道府県等が定める額」と一致

していません

※1 当該措置は熊本県にF艮定したものであり、同県以外の都道府県及ひ市町村においては、

一次審査結果へα彫響は発生しない。

※2 熊本県国侠_車の一次審査は、熊本県内の全市町村の野合者の請求に対し一括で列曜を行

つているため、熊本県内の全市町村において、上言己エラーコードの一次審査結彩§「エラ

ー」から「警告値虜」に変更されることとなる。したがって、通常の二次審査業務が可

能な熊本県内の市町村においても、上言己エラーコードについて二次審査を行い支払いの可

否を判断する必要がある。

※3 令手Π8年8月サービス提伽分以降について、男1'猫東絡するまでの間は、引き続き上記の

エラーコードを「警告唖度)」とするので、イ倒吸知おき願いたい。

(別添 1)



(様式第二)

介護給付費・訓練等給付費等明細書
(居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、短期入所、療養介護、

生活介護、施設入所支援、自立訓練、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活援助)

■四. 令和 0 8年0 7月分市町村番号 4 5 6

助舶治体番号■■

受給者証番号1234567890
事業者及び
その事業所支給決定障害者等

厚生太郎 の名称氏 名

支給決定に係る

障害児氏名 就労継,

利用者負担上限月額① 3 7 2 0 0'

利用者負担上限額指定事業所番号
管理事業所事業所名称

1 1開始午"令和 0 8年0 7月0 1日釘年舶令和
サービス

年 月肘始{F月日イ亨手口 日赫T年"■令和
種別

年 月 日共T年"令和鬨始年月日イ亨え司】

回数サービス単位数単位数サービス内容 サービスコード

四田困図図■■回四皿■田回匪亙司■■基本報酬A

回■困■■回回田四回厘■皿■回皿■回加算B

匪■困図囲回田亙皿回■匝皿■田阿■回加算C

■■■■■■■皿圏■■■■■■■囲皿
■■■■■冒皿■■■■■■圏■■■冒
■鳳■■■■■■■■■■■■■■画■
■■匡■■■■■■皿■■■■■盟■■
亜冒■■■■■■亜■■■■■■医■■
■■■■■皿皿盟■皿■風風田■■■■
■■■■■■■■■■■皿■■■■■盟
■■■■■■■■■■■■■皿■醐韻■
■匪皿■■■■■■■■■■■■■■■
■■■■■■■■■■■■皿回■■■■

■■11 居宅介護

2 6日
利用者負担額の支払いが

22605
猶予された者については、

1 0 0 0円単位 「請求額集計欄」の「利用者
負担額②」1こ「0」と記載する。226050

22605

0

0

■■
冒■
■■
■■
回0.

指定事業所番号

1 枚中

別紙1-1

2

1 枚目

3

地域区分 その他

利用者負担上限月額は、利用者
負担額の支払いが猶予された場
合であっても変更しない。

4

居宅介護サービス事業所

5 6 7 8

サービス種類コード

サービス利用日数

給付単位数

単位数単価

総費用額

1割相当額

利用者負担額②

上隈月額寅整(Φ②の内少ない敷)

事業者減免額
A型減免

滅免後利用者負担額

調整後利用者負担額

上限額管理後利用者負担額

決定利用者負担額

請求額給付費 226 05

自治体助成分請求額

9 0

無し

日利用B数 2

日利用日数

日利用日數

6 入院日

入院日

入院日

摘要

定障害者特別給付
算定日額日数給付費請求額実費算定額

円単位

合計

22605

226050

請
求
事
業
者

月
月
月

年
年
年

給
付
費
明
細
欄

0
0

量
0

集
計
欄



1 別紳一■ 1

災害等の特例が適用となった場合の受給者情報の設定について(1/2)

災害等の特仮,(障害者総合支援法第31条(※1))を適用した場合、受給者異動連絡票倩報(基本倩報)(※2)
は以下のとおり設定する。
※1 児童福祉法については、「法第21条の5の11」又は「法第24条の5」。

※2 障害児支援の場合、「受給者異動連絡票情報(基本)」は、「障害児支援受給者異動連絡票情報(基本)」に読み替える 0

【現在の受給者台帳情報(基本情報)】

証記載受給者証
異動 異動区分

市町村 番号
コード年月日

番号
●●■

市町村が
定める額の
適用有無

2:有り

20250701

給付費等の額の特例報

市町村が
市町村が 定める額の

有効期間定める額
(開始年月日)

【送付する異動連絡票情報(基本情報)】

証記載受給者証
異動 異動区分

市町村 番号
コード年月日

番号
■●■

1:新規

市町村が
定める額の
有効期間
(終了年月日)

999999

20260701 @

991'1111111

・障害福祉サービス等に係る利用者負担額の支払いが困難な者について、利用者負担額の支払を猶予・免除(報酬の10割を給付)する場合、受
給者情報の「市町村が定める額の適用有無」を「2右り」とし、「市町村が定める額」に免除後の利用者負担額(0)を設定する。
・「市町村が定める額の有効期間(開始年月日及び終了年月日)」には、災害等特例が適用される期間を設定する。なお、開始年月日および終了
年月日が月途中であっても、システム上、1月単位での「市町村が定める額」とする。
※利用者負担上限月額について、変更する必要はない。

20260728

利用者負担上限額月報

利用者負担
利用者負担 上限月額

有効期間上限月額
(開始年月日)

999999

37200

9911111111

市町村が
定める額の
有効期間
(終了年月日)

20250701

利用者負担上限額情報

利用者負担
利用者負担 上限額管理

有効期間上限月額
(開始年月日)

利用者負担
上限月額

有効期間
(終了年月日)

●■●

20260630

市町村が
定める額の
適用有無

37200

給付費等の額の特例情報

市町村が
市町村が 定める額の

有効期聞定める額
(開始年月日)

20270131

1:無し

202607m

利用者負担
上限額管理
有効期間
(終了年月日)

20270630



1別細一■

災害等の特例が適用となった場合の受給者情報の設定について(2/2)

災害等の特仮1(障害者総合支援法第31条(※1))が適用終了となる場合、受給者異動連絡票情報(基本情
報)(※2)は以下のとおり設定する。
「※1」及び「※2」1こついては、前頁に記載のとおり。

【現在の受給者台帳情報(基本倩報)】

証記載受給者証
異動 異動区分

番号市町村
コード年月日

番号
●昆■

市町村が
定める額の
適用有無

202507m

市町村が
定める額の
有効期間
(終了年月日)

20260701

1:新規

【送付する異動連絡票倩幸&(基本情報)】

証記載受給者証
異動 異動区分

番号市町村
コード年月日

番号
■●●

2:変更 20260728

999999

999999

202702m

9911111111

給付費等の額の特例情報

市町村が
市町村が 定める額の

有効期問定める額
(開始年月日)

9911111111 20270131

利用者

利用者負担
上限月額

「市町村が定める額の有効期間(終了年月日)」の翌且において、「市町村が定める額の適用有無」を「1.無し」に設定する。

担上限額情報

利用者負担

上限月額
有効期間
(開始年月日)

20250701

999999

37200

37200

9911111111

利用者負担
上限月額
有効期間
(終了年月日)

20260630

^

利用者負担上限額報

利用者負担
利用者負担 上限額管理

有効期問上限月額
(開始年月日)

2026070137200

20260701

●●■

市町村が
定める額の
適用有無

1:無し

20270630

市町村が
定める額の

有効期間
(終了年月日)

給付費等の額の特例情報

市町村が
市町村が 定める額の

有効期間定める額
(開始年月日)

2:有り

利用者負担
上限額管理

有効期間
(終了年月日)

20270630



国保連システムに係る受ネ合者情報について

令和8年熊本地震に際し、災害救助法(昭和22甲去律第118号)が適用された市町

村の区域内において、令手Π8年7月28日から令ネ四年1月26日までの間に卦合決定

等有亥力期間倹給決定の有亥力期間及御章害支援区分の認定の有亥力期間をいう。)が満了

する受ホ合者については、有亥力期間満了日の翌日から、令和9年1月27日までの異動連

絡票「青報を作成し、当該データを国民健康保険団体連合会(以下「国侠事」という。)

へ遡寸すること。その場合における郊合決定f誹&の設定については、呂1採氏2-1を参

考とされたい。

また、サービスごとの「決定郊合期間」欄については、呂1縣氏2-2の「最長期間」

を超える期間を入力したデータを国イ呆'車に遡言すると、エラーが発生し、正常に登録

されないので、留意されたい。

卦合決定等有亥力期間の延長に係る取扱いについて

国保連における一次審査について

上記の1の対応を行わない場合、国保連における請求「青報に対する一次審査で「エ

ラー」となるが、庁舎の被災等により、市畊拷において受ホ合者・1誹&の整備ができな

い場合が想定されることから、令和8年7月サービス提供分に関して、下表のエラー

については「警告匝度)」へ変更するので、禍承知おき願いたい。

(別添2)

「警告(重度)」に変更するエラーコードー覧><「エラー」から

エラー内谷.仁二フ^コ^ド

資格:受ホ合者台帳にサービス提色墫月時点で有亥力な受ホ合者の支給EG13

決定情報が登録されていません

資格:受給者台帳の耶章害支援区分」の期間が有亥力期間外ですEG88

資格:請求明細書の明ネ剛青報「サービスコード」に該当する受給EHⅡ

者台帳の支給決定情報がサービス提供年月時点で有効ではあり

ません

資格:請求明細書の契約「青報「決定サービスコード」に該当するEH12

受給者台帳の支給決定情報がサービス捌共年月時点で有効では

ありません

資格:請求明細書の明細情報「サービスコード」に該当する障害EH16

児支援受給者台帳の支給決定情報がサービス提t北年月時点で有

効ではありません

資格:請求明細書の契約1誹&「決定サービスコード」に該当するEH17

障害児支援受ホ合者台帳の支給決定情報がサービス提供年月時点

で有亥力ではありません

※1 当謝昔置1類E本県にF艮定したものであり、同県'妙卜の都道府県及ひ市町村においては、

一次審奇吉果への影響は発生しない。

※2 熊本県国侠_車の一次審査は、熊本県内の全市町村の受給者の請求に対し一括で熨曜を行

つているため、熊本県内の全市町村において、上言己エラーコードの一次審査結彩§「エラ

ー」から「警告値関」に変更されることとなる。したがって、通常の二次審査業務が可



能な熊本県内の井珂村においても、上言己エラーコードについて二次審査を行い支払いの可

否を判断する必要がある。

※3 令和8年8月サービス提伽分以降について、呂1'倉男絡するまでの間は、引き続き上記の

エラーコードを「警告匝虜」とするので、禍吸知おき願いたい。

(別添2)



支給決定情報の設定例

0データの変更については、異動連絡票にて行う。

0決定支給期間(終了年月日)を令和8年1月27日と設定する。

【1 設定例】

居宅介護(身体介護)の支給決定が令和7年8月1日から令和8年7月31日までの受給者の場合。

正しい例①

旺見イ子のデータ】

異動年月同異動区分異動事由決定サーピスコード

20250801

【送付するデータ(正しい例)】

異動年月日異動区分異動事由決定サービスコード

1:新規 01

20260801 2:変更 99

異動連絡票情報について、令和8年8月1日~令和9年1月27日分のデータを作成する。
送付するデータの各項目については、
1 「異動年月日」を「20260801」と入力
(次の「2 設定の際の留意事項」を参照の上、入力のこと)
「異動区分」を「2:変更」と入力2

「異動事由」を「99」と入力3

「決定サービスコード」を「111000」と入力
「決定支給期間(開始邱月日)を現行データの「決定支給期間(終了年月日)」5

の翌日の「20260801」と入力
6 「決定支給期間(終了年月日)」を延長された有効期間の満了日の「20270127」と入力
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111000

②

決定支給期間

(開始年月日)

20250801

設定の際の留意事項(誤った仮D

次は、異動年月日(令和8年8月)と決定支給期間(開始年月日)(令和8年9月)を比
較すると、決定支給期間(開始年月日)の方が未来の日付になっている例。このデータは

国保連において点検エラーとなの、正常に登録できない。

111000

決定支給期間

(終了年月日)

20260731

決定支給期間

(開始年月日)

2回26@8回1

【送付するデータ(誤った例)】

異動年月日異動区分異動事由決定サービスコード

2回2@回8回1 2:変更 99

【重要】
今回の支給決定等有効期間及び障害支援区分有効期間の延長について、国保連システ▲においては、

令和8年7月2圖目から令和9年1月26日の間に有効期間が満了する受給者の終了年月回を一度
の処理で令和9年1月27同とするのてはなく、毎月の受給者台帳の受付期間に合恂せ、送1寸す局

決定支給期間

(終了年月日)

20270127
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【2 上記の設定例によらない場合の留意事項】

次は、現行データのうち、決定支給期間(終了年月日)のみを令和9年1月27日に修正し
た例.居宅介譚の最長支給決定盲効期間(1年)を超過(修正後の決定支給期間は、1年
6ケ旦)しているため、このデータは国保連において点検エラーとなの、正常に登録できな

X
訂正年月日

2回含6回昌①1

異動年月日

訂正区分

2:修正

異動区分異動事由決定サービスコード

1:新規 01 11100020250801

決定支給期間

(終了年月日)

20270127

決定支給期間

(開始年月日)

2回乞§①昌回1



障害福祉サービス

サービス毎の支給決定有効期間

サービスの種類

11 居宅介、

12 重度訪問介護

13 行動援護

14 重度障者等包括支援

15 同行援護

24 短期入所

21 療養介護

22 生活介、

32 施設入所支援

33 共同生活援助

34 宿泊型自立訓練

35 自立生活援助

45 就労継続支援(A型)

サービスごとの最長期間一覧

最長期間

経過措置なし経過措置あり

1年

就労継続支援(B型)46

1.5年

障害児支援

サービスの種類

障害児相談支援

児童発達支援

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達支援

障害児入所支援

医療型障害児入所支援

3年

自立訓練(機能訓練)

自立訓練(生活訓練)

就労移行支援

就労移行支援(養成

就労定着支援

就労選択支援

計画相談支援

地域移行支援

地域定着支援

3年

3年

3.5年

3年

1年

3.5年

3年

50歳以上
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3.5年

50歳未満

3年

1.5年

3年

1年

5年

1年

2か月

入所通所最長期間

3.5年

0.5年

1年
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年
年
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年
年
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